
資 料
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１９日間

月　日 曜 区　分 議　　　　事 備　　考

１１．２４ 金 本会議

開会
議席の一部変更
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告
会期決定
議案上程
知事提案理由説明

議会運営委員会　   9:30

　　　２５ 土

　　　２６ 日

　　　２７ 月 一般質問通告締切　12:00

　　　２８ 火

　　　２９ 水

　　　３０ 木

１２．　１ 金 請願締切　　　　　16:00

　　　　２ 土

　　　　３ 日

　　　　４ 月 一 般 質 問
議員発議案締切　　17:00
（会派提出）

　　　　５ 火

一 般 質 問
議 案 に 対 す る 質 疑
討 論 、 採 決 ( 人 事 案 件 )
議 案 ・ 請 願 委 員 会 付 託

議会運営委員会　   9:30

　　　　６ 水

　　　　７ 木
議員発議案締切　　17:00
（会派提出を除く）

　　　　８ 金 特 別 委 員 会
議会運営委員会
（特別委員会終了後）

　　　　９ 土

　　　１０ 日

　　　１１ 月 （ 議 事 整 理 ）

　　　１２ 火 本会議
常任委員長審査結果報告
質疑、討論、採決
閉会

議会運営委員会　   9:30

（ 閉 庁 日 ）

休　会

休　会

本会議

常 任 委 員 会

（ 閉 庁 日 ）

休　会

令和５年１１月定例会日程

（ 閉 庁 日 ）

（ 議 案 調 査 ）

本会議 一 般 質 問
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２ １ ５ － １ ２ ２ ８
令和５年１１月２４日

宮崎県議会議長 濵砂 守 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和５年１１月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第 1号 令和５年度宮崎県一般会計補正予算（第５号）
議案第 2号 令和５年度宮崎県港湾整備事業特別会計補正予算（第２号）
議案第 3号 宮崎県部設置条例の一部を改正する条例
議案第 4号 宮崎県税条例の一部を改正する条例
議案第 5号 都市公園条例の一部を改正する条例
議案第 6号 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
議案第 7号 旅館業法施行条例等の一部を改正する条例
議案第 8号 事業契約の変更について
議案第 9号 工事請負契約の変更について
議案第10号 工事請負契約の変更について
議案第11号 民事訴訟事件の和解及び損害賠償の額の決定について
議案第12号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第13号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第14号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第15号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第16号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第17号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第18号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第19号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第20号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第21号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第22号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第23号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第24号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第25号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第26号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第27号 公の施設の指定管理者の指定について
議案第28号 当せん金付証票の発売について
議案第29号 収用委員会委員の任命の同意について
議案第30号 収用委員会委員の任命の同意について
議案第31号 収用委員会予備委員の任命の同意について
議案第32号 収用委員会予備委員の任命の同意について

（文書取扱 財政課）
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２１５－１２５０

令和５年１２月５日

宮崎県議会議長 濵砂 守 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和５年１１月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第33号 令和５年度宮崎県一般会計補正予算（第６号）

議案第34号 令和５年度宮崎県山林基本財産特別会計補正予算（第１号）

議案第35号 令和５年度宮崎県拡大造林事業特別会計補正予算（第１号）

議案第36号 令和５年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正予算（第１号）

議案第37号 令和５年度宮崎県育英資金特別会計補正予算（第１号）

議案第38号 令和５年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補正予算（第１号）

議案第39号 令和５年度宮崎県公営企業会計（工業用水道事業）補正予算（第１号）

議案第40号 令和５年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補正予算（第１号）

議案第41号 令和５年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第１号）

議案第42号 職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例の

一部を改正する条例

議案第43号 市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例

議案第44号 知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

議案第45号 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条

例

（文書取扱 財政課）
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令和５年１１月定例会

一 般 質 問 時 間 割
１１月２９日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 自 由 民 主 党 坂口 博美 １０：００～１１：００

２ 自 由 民 主 党 丸山裕次郎 １１：００～１２：００ 休憩

３ 親 和 会 脇谷のりこ １３：００～１４：００

４ 自 由 民 主 党 西村 賢 １４：００～１５：００

１１月３０日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

５ 自 由 民 主 党 安田 厚生 １０：００～１１：００

６ 自 由 民 主 党 川添 博 １１：００～１２：００ 休憩

７ 自 由 民 主 党 山内いっとく １３：００～１４：００

８ 自 由 民 主 党 福田 新一 １４：００～１５：００

１２月１日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

９ 自 由 民 主 党 山口 俊樹 １０：００～１１：００

１０ 県 民 連 合 立 憲 山内佳菜子 １１：００～１２：００ 休憩

１１ 日 本 共 産 党 前屋敷恵美 １３：００～１４：００

１２ 県 民 連 合 立 憲 松本 哲也 １４：００～１５：００

１２月４日（月）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１３ 緑 風 会 黒岩 保雄 １０：００～１１：００

１４ 自 由 民 主 党 下沖 篤史 １１：００～１２：００ 休憩

１５ 公 明 党 今村 光雄 １３：００～１４：００

１２月５日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１６ 公 明 党 重松幸次郎 １０：００～１１：００

１７ 自 由 民 主 党 佐藤 雅洋 １１：００～１２：００ 休憩

１８ 自 由 民 主 党 二見 康之 １３：００～１４：００
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

令和５年１１月定例会

委 員 会 名 事 件 理 由

調査を要す

るため
総務政策常任委員会 総合政策及び行財政対策に関する調査

調査を要す

るため
厚 生 常 任 委 員 会 福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する調査

調査を要す

るため
商工建設常任委員会 商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

調査を要す環 境 農 林 水 産
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

るため常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に 調査を要す文 教 警 察 企 業

関する調査 るため常 任 委 員 会

円滑な議会
次期県議会の会期日程に関する審査及び議会運営に 運営を図る議 会 運 営 委 員 会
関する調査 ため
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 令和５年度宮崎県一般会計補正予算（第５号） 12月12日・ 可 決

〃 第２号 令和５年度宮崎県港湾整備事業特別会計補正予算 〃

（第２号）

〃 第３号 宮崎県部設置条例の一部を改正する条例 〃

〃 宮崎県税条例の一部を改正する条例 〃第４号

〃 都市公園条例の一部を改正する条例 〃第５号

〃 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部 〃第６号

を改正する条例

〃 旅館業法施行条例等の一部を改正する条例 〃第７号

〃 事業契約の変更について 〃第８号

〃 工事請負契約の変更について 〃第９号

〃 工事請負契約の変更について 〃第10号

〃 民事訴訟事件の和解及び損害賠償の額の決定について 〃第11号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第12号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第13号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第14号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第15号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第16号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第17号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第18号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第19号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第20号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第21号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第22号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第23号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第24号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第25号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第26号

〃 公の施設の指定管理者の指定について 〃第27号

〃 当せん金付証票の発売について 〃第28号

〃 収用委員会委員の任命の同意について 12月５日・ 同 意第29号

〃 収用委員会委員の任命の同意について 〃第30号
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

〃 収用委員会予備委員の任命の同意について 12月５日・ 同 意第31号

〃 収用委員会予備委員の任命の同意について 〃第32号

〃 令和５年度宮崎県一般会計補正予算（第６号） 12月12日・ 可 決第33号

〃 令和５年度宮崎県山林基本財産特別会計補正予算 〃第34号

（第１号）

〃 令和５年度宮崎県拡大造林事業特別会計補正予算 〃第35号

（第１号）

〃 令和５年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正予 〃第36号

算（第１号）

〃 令和５年度宮崎県育英資金特別会計補正予算（第１号） 〃第37号

〃 令和５年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補正予 〃第38号

算（第１号）

〃 令和５年度宮崎県公営企業会計（工業用水道事業） 〃第39号

補正予算（第１号）

〃 令和５年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補 〃第40号

正予算（第１号）

〃 令和５年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第１号） 〃第41号

〃 職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員の 〃第42号

採用等に関する条例の一部を改正する条例

〃 市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改 〃第43号

正する条例

〃 知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正 〃第44号

する条例

〃 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 〃第45号

等の一部を改正する条例

議員発議案 第１号 ＨＰＶワクチン接種政策の充実を求める意見書 〃

〃 食品ロス削減へ国民運動の推進を求める意見書 〃第２号

〃 高病原性鳥インフルエンザの対策強化を求める意見書 〃第３号

〃 地方公共交通維持のための財政支援の拡充を求める 〃第４号

意見書
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議 員 発 議 案 等
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議員発議案第１号

ＨＰＶワクチン接種政策の充実を求める意見書

子宮頸がんは、ＨＰＶワクチン接種により「予防できるがん」の一つとされて

いる。接種率の高い先進国では子宮頸がんは減少傾向である一方、わが国は年間

約1.1万人が罹患し、約2,900人が死亡しており患者数・死亡者数とも近年漸増傾

向にある。

2022年４月からＨＰＶワクチンの積極的勧奨が再開されたが、本県においては

子宮頸がん罹患率が全国ワーストとなっている。

各市町村でも独自の取組で接種率向上に努めているが、キャッチアップ接種の

取組などの周知が行き渡っているとは言い切れない状況にある。

そのような中、キャッチアップ接種については公費接種期間が令和７年（2025

年）３月末までとされており、対象者が知らぬまま公費接種期限を迎えてしまう

ことが懸念される。

よって、国においては、女性活躍社会や少子化対策として、未来に生まれ来る

命を育む若い女性の命と健康を守ることにつながるＨＰＶワクチンに関する政策

の充実を図るため、下記の事項を実施するよう強く要望する。

記

１ キャッチアップ世代に対する無料接種の期間を延長すること。

２ キャッチアップ接種については、住民票を置く自治体に関わらず対応するこ

と。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和５年１２月１２日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 額 賀 福志郎 殿

参 議 院 議 長 尾 辻 秀 久 殿

内 閣 総 理 大 臣 岸 田 文 雄 殿

財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿

厚 生 労 働 大 臣 武 見 敬 三 殿

内 閣 官 房 長 官 松 野 博 一 殿

内閣府特命担当大臣
加 藤 鮎 子 殿

（こども政策・少子化対策）
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議員発議案第２号
食品ロス削減へ国民運動の推進を求める意見書

農林水産省が公表した2021年度の食品ロス量は523万トンで、その内訳は事業系
食品ロス量が279万トン、家庭系食品ロス量が244万トンとなっている。
現在、世界で約８億人といわれる飢餓に直面し苦しんでいる人々へ、国連世界食
糧計画（WFP）では年間480万トンの食料支援を行っているが、日本における食品ロ
ス量は未だそれを上回る現状にある。
食品ロス削減の効果として、廃棄に係る化石燃料の削減や温室効果ガス排出量の
減少、世界の食料不均衡の解消などが挙げられ、2019年10月１日に施行された食品
ロス削減推進法により、各自治体等でも食品ロス削減に関する普及・啓発が進めら
れてきたところであるが、これまで以上に取組を加速させていく必要がある。
よって、国においては、食品ロス削減への国民運動のさらなる推進のため、下記
の事項について実施するよう強く要望する。

記

１ 賞味期限や消費期限が近いものから選ぶ「てまえどり」など、エシカル消費の
普及啓発を一層進めるとともに、食品ロス削減を積極的に進める事業者の評価や
支援の強化を図ること。また、地域や事業者の食品ロスの計測・公表等の体制を
拡充し実効性を強化すること。

２ 食品自体の鮮度保持及び賞味期限等の延長に繋がる容器・包装の改善や、「食
べきり」を積極的に進めるための取組を一層強化すること。

３ 子ども食堂・子ども宅食、フードバンク等へ、企業等からの在庫食品の寄付促
進や、家庭での未利用食品の寄付運動等の利活用により、国民運動としての取組
を一層強化すること。

４ 色や形における規格外品や、食材の皮や芯、種など、出荷や加工前に廃棄され
ている地域の食材を、出来る限り有効に活用する商品開発や消費の拡大などに取
り組む地方自治体等の事業に対して積極的な支援を展開すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和５年１２月１２日
宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 額 賀 福志郎 殿
参 議 院 議 長 尾 辻 秀 久 殿
内 閣 総 理 大 臣 岸 田 文 雄 殿
財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿
文 部 科 学 大 臣 盛 山 正 仁 殿
厚 生 労 働 大 臣 武 見 敬 三 殿
農 林 水 産 大 臣 宮 下 一 郎 殿
経 済 産 業 大 臣 西 村 康 稔 殿
環 境 大 臣 伊 藤 信太郎 殿
内 閣 官 房 長 官 松 野 博 一 殿
内 閣 府 特 命 担 当 大 臣

加 藤 鮎 子 殿
（ こ ど も 政 策 ）
内 閣 府 特 命 担 当 大 臣

自 見 はなこ 殿（ 消 費 者 及 び 食 品 安 全 ）
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議員発議案第３号 
高病原性鳥インフルエンザの対策強化を求める意見書 

 
 

高病原性鳥インフルエンザは、昨シーズン（令和４年10月～令和５年４月）26

道県84事例発生し、約1,771万羽が殺処分対象となり、発生件数・殺処分数とも過

去最多であった。 

国は様々な対策を講じているが、今シーズン、すでに佐賀県、茨城県等の養鶏場

で発生が確認されたところであり、今後も発生が懸念され、その影響は鶏卵の価格

高騰をはじめ、物価高にあえぐ県民の生活をもさらに厳しいものにしかねない。 

よって、国においては、高病原性鳥インフルエンザ対策のさらなる強化に向け、

下記の施策を講ずることを強く要望する。 

 

記 

 

１ 本疾病の発生で損害を受けた養鶏農場及び移動制限・搬出制限区域の設定によ

り影響を受けた養鶏農場等に対する経営支援を拡充すること。 

 

２ 農場の分割管理等対策推進に必要な支援策を講じること。 

 

３ 自治体が対策として実施する消毒や処分にかかる経費等、要した経費に対して

速やかに支援を行うこと。また、防疫対策の強化が確実に実施されるよう十分

な支援を行うこと。 

 

４ 飼養衛生管理基準を遵守するために必要な野生小動物の侵入防止柵や防鳥ネッ

ト等の資材の整備について、支援を強化すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 
 

令和５年１２月１２日 
                           宮 崎 県 議 会 
 

衆 議 院 議 長 額 賀 福志郎 殿 

参 議 院 議 長 尾 辻 秀 久 殿 

内 閣 総 理 大 臣 岸 田  文 雄  殿 

総 務 大 臣 鈴 木 淳 司 殿 

財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿 

農 林 水 産 大 臣 宮 下 一 郎 殿 

経 済 産 業 大 臣 西 村 康 稔 殿 

内 閣 官 房 長 官 松 野 博 一 殿 
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議員発議案第４号 
地方公共交通維持のための財政支援の拡充を求める意見書 

 
 

バスや鉄道など公共交通は、国民生活及び社会機能・都市機能の維持に不可欠な

基盤であると同時に、最低限の日常生活を送るための移動の保障に欠かせない重要

なインフラである。そのため、国は、交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律等に基づき、地域公共交通を維持するための制度を充実させてい

る。  

一方で、公共交通事業者は、この間のコロナ禍によって、事業の存続に関わる大

きな打撃を受け、運転手等の必要な人材確保にも苦慮している現状にある。 

地域の公共交通の廃止や縮小に十分な歯止めはかからず、また、気象災害を受け

て運行停止となる鉄道路線もあり、交通事業者の企業努力も限界に達している。 

人口減少・少子高齢化のなか、地域コミュニティの維持、地球温暖化など環境問

題への対応など、公共交通の果たすべき役割はますます重要になっており、公共交

通に対する公的補助は、持続可能な地域政策として、拡充が求められている。 

よって、国においては、地方公共交通の維持・充実のため、財政支援措置を拡充

するよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

 

令和５年１２月１２日 

                           宮 崎 県 議 会 

 

 

衆 議 院 議 長 額 賀 福志郎 殿 

参 議 院 議 長 尾 辻 秀 久 殿 

内 閣 総 理 大 臣 岸 田  文 雄  殿 

財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿 

国 土 交 通 大 臣 斉 藤 鉄 夫 殿 

内 閣 官 房 長 官 松 野 博 一 殿 
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議 員 派 遣

令和５年１２月１２日

次のとおり、議員を派遣する。

１ 令和５年度九州各県議会議員交流セミナー

九州各県議会議員が一堂に会し、共通する政策課題等について(1) 目 的

情報や意見交換を行うことにより、政策提案力その他議会機能の

充実を図るとともに、議員間の親睦を深め、ともに九州の一体的

な発展と地方主権の確立をめざす。

福岡県福岡市(2) 派遣場所

(3) 期 間 令和６年１月２９日（月）から

令和６年１月３０日（火）まで

(4) 派遣議員 日髙 利夫 内田 理佐 川添 博 山内いっとく

山口 俊樹 下沖 篤史 重松幸次郎 工藤 隆久

松本 哲也 永山 敏郎

- 307 -



- 308 -



議 事 経 過
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

議席の一部変更

会議録署名議員指名（福田新一議員、坂本康郎議員）

11月24日 金 本 会 議 議会運営委員長審査結果報告

会期決定

議案第１号～第32号上程

知事提案理由説明

（閉庁日）
11月25日 土

休 会
11月26日 日

（議案調査）
11月27日 月

11月28日 火

一般質問（坂口博美議員、丸山裕次郎議員、脇谷のりこ議員、

西村 賢議員）
11月29日 水

一般質問（安田厚生議員、川添 博議員、山内いっとく議員、
11月30日 木 本 会 議

福田新一議員）

一般質問（山口俊樹議員、山内佳菜子議員、前屋敷恵美議員、
12月１日 金

松本哲也議員）

休 会 （閉庁日）
12月２日 土

12月３日 日

12月４日 月 一般質問（黒岩保雄議員、下沖篤史議員、今村光雄議員）

議案第33号～第45号追加上程

知事提案理由説明
本 会 議

12月５日 火 一般質問（重松幸次郎議員、佐藤雅洋議員、二見康之議員）

採決（議案第29号～第32号）（同意）

議案委員会付託

常任委員会
12月６日 水

12月７日 木

12月８日 金 特別委員会
休 会

（閉庁日）
12月９日 土

12月10日 日

12月11日 月 （議事整理）
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

常任委員長審査結果報告

討論（議案第４号、第26号、第44号に反対)（前屋敷恵美議員）

採決（議案第４号、第26号、第44号）（可決）

採決（議案第１号～第３号、第５号～第25号、第27号、第28

号、第33号～第43号、第45号）（可決）
12月12日 火 本 会 議

採決（継続審査・調査案件)（委員長の申出のとおり決定）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号～第４号追加上程、採決（可決）

議員派遣の件

閉 会
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署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 濵 砂 守

宮 崎 県 議 会 副 議 長 日 高 博 之

福 田 新 一宮 崎 県 議 会 議 員

坂 本 康 郎宮 崎 県 議 会 議 員


